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○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について

 
１ 評価の目的 
 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が行う評価は，
大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競争的環
境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，大学
等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価するこ
とにより，その結果を，①大学等にフィードバックし，
教育研究活動等の改善に役立てるとともに，②社会に公
表することにより，公共的機関としての大学等の教育研
究活動等について，広く国民の理解と支持が得られるよ
う支援・促進していくことを目的としている。 
 
２ 評価の区分 
 機構の行う評価は，今回報告する平成 14年度着手分ま
でを試行的実施期間としており，今回は以下の３区分で
評価を実施した。 

(1) 全学テーマ別評価（国際的な連携及び交流活動） 

(2) 分野別教育評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 

(3) 分野別研究評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 
 
３ 目的及び目標に即した評価 
 機構の行う評価は，大学等の個性や特色が十二分に発
揮できるよう，教育研究活動等に関して大学等が有する
目的及び目標に即して行うことを基本原則としている。
そのため，目的及び目標が，大学等の設置の趣旨，歴史
や伝統，規模や資源などの人的・物的条件，地理的条件，
将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に整理されて
いることを前提とした。  
 
 

○分 野別 教育 評価 「 経済 学系 」に ついて 

 
１ 評価の対象組織及び内容 
 今回の評価は，設置者から要請があった大学の学部及
び研究科（以下「対象組織」）を対象とし，学部，研究科
のそれぞれを単位として実施した。 
 評価は，対象組織の現在の教育活動等の状況について，
原則として過去５年間の状況の分析を通じて，次の６項
目の項目別評価により実施した。 
 (1) 教育の実施体制 
 (2)    教育内容面での取組 
 (3)    教育方法及び成績評価面での取組 
 (4)    教育の達成状況 
 (5)    学習に対する支援 

(6)    教育の質の向上及び改善のためのシステム 
 
 

 
２ 評価のプロセス 

(1) 対象組織においては，機構の示す要項に基づき自
己評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・デー
タを含む。）を平成 15年７月末に機構へ提出した。 

(2) 機構においては，専門委員会の下に評価チームを  
編成し，自己評価書の書面調査及び対象組織への訪  
問調査を実施した。 

  なお，評価チームは，各対象組織により，教育目
的及び目標に沿って評価項目の要素ごとに独自に設
定された観点に基づき分析を行い，その分析結果を
踏まえ，要素ごとに教育目的及び目標の実現に向け
た貢献（達成又は機能）の程度を判断し，それらを
総合的に判断した上で評価項目全体の水準を導き出
した。 

(3) 機構は，これらの調査結果を踏まえ，その結果を
専門委員会で取りまとめた上，大学評価委員会で評
価結果を決定した。 

(4) 機構は，評価結果に対する意見の申立ての機会を  
設け，申立てがあった対象組織について，平成 16
年３月の大学評価委員会において最終的な評価結果
を確定した。 

 
３ 本報告書の内容 
 ｢Ⅰ 対象組織の現況及び特徴｣，｢Ⅱ 教育目的及び目

標｣及び「特記事項」欄は，対象組織から提出された自己評
価書から転載している。 
 「Ⅲ 評価項目ごとの評価結果」は評価項目ごとに，貢
献（達成及び機能）の状況を要素ごとに記述している。 
 また，当該評価項目の水準を，これらの状況から総合的
に判断し，以下の５種類の「水準を分かりやすく示す記述」
を用いて示している。 
・十分に貢献（達成又は機能）している。 
・おおむね貢献（達成又は機能）している。 
・相応に貢献（達成又は機能）している。 
・ある程度貢献（達成又は機能）している。 
・ほとんど貢献（達成又は機能）していない。 

 なお，これらの水準は，対象組織の設定した教育目的及
び目標に対するものであり，相対比較することは意味を持
たない。 
 また，評価項目全体から見て特に重要な点を，「特に優
れた点及び改善点等」として記述している。 
 ｢Ⅳ 評価結果の概要｣は，評価結果を要約して示して
いる。 
 ｢意見の申立て及びその対応｣は，評価結果に対する意
見の申立てがあった対象組織について，その内容を転載
するとともに，それへの機構の対応を示している。 
  
４ 本報告書の公表 
本報告書は，対象組織及びその設置者に提供するとと

もに，広く社会に公表している。 

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価  
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（１）機関名  佐賀大学 
 
（２）学部・（研究科名） 大学院経済学研究科 
 
（３）所在地  佐賀県佐賀市本庄町１番地 
 
（４）学科（課程）・（専攻）構成 
 金融・経済政策専攻 
  数量経済分析 
  金融・政策分析   教育・研究分野 
  比較経済 
  地域福祉政策 
 企業経営専攻 
  統計情報 
  経営管理      教育・研究分野 
  会計 
  企業関係法 
 
（５）学生数及び教員数 
①学生数（平成１５年５月１日現在） 
 現員         ２５名 
  金融・経済政策専攻  ９名 
  企業経営専攻    １６名 
 入学定員        ８名 
  金融・経済政策専攻  ４名 
  企業経営専攻     ４名 
②教員数（平成１５年５月１日現在） 
 現員  
  金融・経済政策専攻 １９名 
  企業経営専攻    ２１名 
  他に長期海外渡航者１名（金融・経済政策専攻） 

 
 
 
 
 
 

 

２．特徴 

 
 本学の理念は，学則第１条で，「佐賀大学は，教育基本

法に則り，専門の学芸について，高度の学術的研究を行

うとともに，民主社会の市民としての創造的な知性と豊

かな人間性を備え，かつ，深い専門知識を有する国際的

人材を育成し，学術文化の進展及び地域の発展に寄与す

ることを目的とする」と規定されている。 
 佐賀大学大学院経済学研究科は，佐賀大学の理念・目

的を経済学教育・研究の分野で実現するため，高度な経

済学，法学を修得し実践的な政策決定を行う能力を持つ

人材の養成を基本理念として，平成４年４月に設置され

た。 
 本研究科の第一の特徴は，実践的能力を備えた人材を

養成するために，従来の学問分野にとらわれることなく，

多様な学問分野を統合した２専攻体制をとっていること

である。金融・経済政策専攻は経済学のみならず行政法，

政治学，歴史学などを含み，実践的課題に対応した政策

立案能力をもつ人材の養成を目的としている。企業経営

専攻は経営学のみならず企業関係法などを含み，実践的

意思決定を行いうる人材の養成を目的としている。 
 第二の特徴は，社会人の再教育を大きな目的として掲

げているので，職業をもつ人々が勤務しながら通学でき

るように昼夜開講制（14条特例に対応する授業）を実施
していることである。このことにより夜間に講義や演習

を受けて２年間とも夜間の受講で修士課程を修了するこ

とができるようにしている。 
 第三の特徴は，国際化・情報化に対応しうる実践的能

力の養成のため，共通教育科目（選択必修科目）として

情報基礎，実用外国語を開講していることである。 
 第四の特徴は，国際化する社会・経済の変化に対応し

て，世界各国の大学・研究機関（中国社会科学院，韓国

全南大学校，北京工業大学他）との学術交流，学生交流

をすすめていることである。 
 第五の特徴は，地域社会の実践的課題に対応しうる人

材の育成のため，経済学部地域経済研究センターと連携

して地域の経済人・自治体職員などとの研究交流の場を

設定していることである。 
 

Ⅰ 対象組織の現況及び特徴  
※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 

１．現況 
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（1）従来の学問分野にとらわれない多様な学問分野を 

  統合した教育研究によって幅広い視野と豊かな応用 

  力を培う。開かれた大学院として，職業をもつ人々が 

  勤務しながら通学し修了できるようにする。 

（2）経済学部から直接進学してくる一般学生のほか， 

  国内外に広く門戸を開放して，社会人や留学生，他学 

  部出身者など経歴，動機，進路の異なる多様な学生を 

  受け入れる。 

（3）地域の教育拠点として，高度の専門知識を修得し 

  た高等学校・中学校の社会科・商業科教員，公務員， 

  経理専門職，ビジネスマンなど高度専門職業人を養成 

  し，高度の学問水準の修得・生涯学習の要求にも応え 

  る。 

[専攻ごとの独自の教育目的] 

＜金融・経済政策専攻＞ 

  金融と経済政策（産業，労働，福祉，財政，農業な 

 ど）の国際経済・国民経済・地域経済レベルでの諸問 

 題を数量分析的手法，政治学・行政法などの法律学・ 

 歴史学の成果をも含めて解明し，実践的課題に対応し 

 た政策立案能力を有する人材を育成する。 

＜企業経営専攻＞ 

  財務，経営管理，経営組織，マーケティング，労務， 

 会計，経営分析など国際化のなかでの企業経営の諸問 

 題を，企業法・経済法・民法・環境法などの法律学， 

 統計情報分析の成果をも含めて解明し，実践的課題に 

 対応した意思決定を行いうる人材を育成する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．教育目標 

 
（1）従来からある経済学・経営学・法律学という学問 

  の枠組みをこえて，経済全般の動きを体系的・理論 

  的・実践的に広範囲の分野にわたって教育・研究でき 

  る専攻の構成・教育研究分野の構成を整備する。教員 

  組織は目的にふさわしいものとし，社会における実務 

  経験のある教員（以下，「社会人教員」という。）及び 

   外国人教員をも含むバランスのとれたものとする。教

育目的・目標の周知・公表を図る。   ［目的(1)］ 

（2）高度な経済学，経営学，法学を修得する意欲を持 

  ち，一定の専門基礎知識と能力を有する者を，国内外 

  から広く受け入れる。そのために多様な入試制度を実 

 施し，その周知を図る。        ［目的(2)］ 

（3）高度な専門知識・能力を修得させるための教育カ 

  リキュラムを編成し，専攻ごとの独自の教育目的をも 

  実現できるものとする。また，国際化・情報化に対応 

  する独自の授業科目を設ける。複数指導教員制をとる 

  ことで教育・研究指導の充実を図り，社会人に対する 

  授業時間の弾力化，学部教育との連携など，多様な学 

  生に対応した教育課程の工夫を図る，博士課程に進学 

  して高度の研究を継続するための高度な専門知識・能 

  力の習得も可能なものとする。     ［目的(1)］ 

（4）国際的視野をもつ高度専門職業人・研究者の養成 

  のため，外国の研究者との学術交流を推進する。地域 

  社会の実践的課題に対応しうる高度専門職業人・研究 

  者の養成のため，地域の経済人・自治体職員などとの 

  研究交流を推進する。適切な成績評価と学位授与を実 

  施する。教育施設・関連施設・図書などの整備・活用 

  をすすめる。               ［目的(3)］ 

（5）学生の円滑な学位取得，学会発表・論文投稿，資 

  格取得を図り，専門能力を生かせる職業への就職，博 

  士課程への進学を図る。        ［目的(3)］ 

（6）ガイダンス・指導教員制などによる学習支援体制 

  の整備と自主的学習環境の整備を図る。 ［目的(3)］ 

（7）経済学研究科における教育を点検し，質の向上・ 

  改善を図る。              ［目的(3)］ 

 

Ⅱ 教育目的及び目標  
※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 

１．教育目的 
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この項目では，対象組織における「教育の実施体制」に

ついて，「教育実施組織の整備に関する取組状況」，「教

育目的及び目標の趣旨の周知及び公表に関する取組状

況」及び「学生受入方針（アドミッション・ポリシー）に関す

る取組状況」の要素ごとに教育目的及び目標の実現に向

けた貢献の程度を判断し，それらを総合的に判断した上

で項目全体の貢献の程度を評価し，水準を導き出したも

のを示している。また，特に重要な点を「特に優れた点及

び改善点等」として示している。 
 

 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】教育実施組織の整備に関する取組状況 
専攻の構成について，平成４年度の開設以来，金融・

経済政策専攻と企業経営専攻の２専攻体制としているが，

金融・経済政策専攻では平成 15 年度の入学者が２名だけ

で定員割れの状態にある一方，企業経営専攻では定員４

名のところに入学者が６名という偏りを生じている点は

改善の余地がある。 

教員組織の構成について，８つの研究教育分野におい

て幅広いバランスの取れた人材が配置され，出身分野で

見ても，経済・商学系だけでなく，法学系，理工学系，

文学系，社会学系など多様な人材が揃えられている点は

優れている。教員数に関しても学生数に比べて十分であ

る。ただし，教育目標(1)「実務経験のある教員及び外国

人教員をも含むバランスのとれたものとする。」に照らし

て，社会人教員，外国人教員及び女性教員のさらなる充

実が望まれる。 

 
【要素２】教育目的及び目標の趣旨の周知及び公表

に関する取組状況 
学生，教職員に対する周知の方法について，「佐賀大学

案内」やホームページに記載し，入学時のガイダンスで

周知しているという取組は相応であるが，「学生便覧」や

「講義概要」（シラバス）に掲載がなく，研究科としての

教育目的・目標を専攻別に新入学生に対し，明確に配布

物等に示すような工夫が必要である。 
学外者に対する公表の方法について，研究科の教育目

的・目標は，自ずから学部のものとは異なるので，前述

の「佐賀大学案内」やホームページだけでは十分な情報

量とは言えず，多彩な構成の教員の紹介を含め，例えば 

 
近隣の市町村や大学・高校等に出向いての説明や，新聞

広告を出すなどのより一層の工夫を必要とする点で改善

の余地がある。 
 
【要素３】学生受入方針（アドミッション・ポリシー）

に関する取組状況 
学生受入方針の明確化については，研究科入試委員会

で検討されつつあるが，早急にその策定を行う必要があ

る。 
学生受入方針の学内外への周知・公表について，研究

科のポスターと募集要項を，経済学部を有する東京以西

の全国公私立大学，県内の商工団体，自治体など 350ヶ
所に送付しているという取組は適切であるが，募集要項

には学生受入方針自体が明記されておらず，ホームペー

ジでも関連情報が探しにくいなどの問題があり，改善を

要する。また，外国人留学生に関しては，例えば関係大

使館などへの募集要項の送付といった工夫も考えられる。  
学生受入方針に沿った学生受入方策について，一般選

抜，社会人特別選抜，外国人留学生特別選抜の３種類の

選抜方法を行っていることは，教育目的(2)「国内外に広

く門戸を開放して，社会人や留学生，他学部出身者など

経歴，動機，進路の異なる多様な学生を受け入れる。」に

照らして相応であるが，社会人特別選抜において，出願

承認書の提出は志願者数の増加を妨げる可能性もあり，

他にも，志願者増加のための様々な工夫について検討の

余地がある。 
 
 
この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 
 

 

◇特に優れた点及び改善点等 
 

８つの研究教育分野において幅広いバランスの取れた

人材が配置され，出身分野で見ても，経済・商学系だけ

でなく，法学系，理工学系，文学系，社会学系など多様

な人材が揃えられている点は優れている。 
募集要項には学生受入方針自体が明記されておらず，

ホームページでも関連情報が探しにくいなどの問題があ

り，改善を要する。 

Ⅲ 評価項目ごとの評価結果  

１．教育の実施体制 
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 この項目では，対象組織における「教育内容面での取

組」について，「教育課程の編成に関する取組状況」及び

「授業（研究指導を含む）の内容に関する取組状況」の

要素ごとに教育目的及び目標の実現に向けた貢献の程度

を判断し，それらを総合的に判断した上で項目全体の貢

献の程度を評価し，水準を導き出したものを示している。

また，特に重要な点を「特に優れた点及び改善点等」と

して示している。 
 
 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】教育課程の編成に関する取組状況 
教育課程の体系的な編成について，所属専攻の科目か

ら 20 単位以上，他専攻の科目も含めて８単位以上，共通

科目から２単位以上の計 30 単位以上を取得することが

条件付けられ，密度の濃い少人数教育が行われている点

は適切である。 

教育課程の編成上の配慮について，各教員が隔年での

昼夜開講を行い，各種履修モデルを設定するなど，社会

人学生の修士号取得に寄与している点は優れている。こ

うした配慮は，情報基礎や実用外国語といった共通科目

にも行き届いており，適切である。ただし，教育目的(2)

｢社会人や留学生，他学部出身者など経歴，動機，進路の

異なる多様な学生を受け入れる。｣に照らして，土曜開講

など教育上の配慮についてさらに検討する余地がある。 

 
【要素２】授業（研究指導を含む）の内容に関する取組

状況 
教育課程の編成の趣旨に沿った授業内容とするための

取組について，他の分野から修士課程に進学してきた学

生に対しては，経済学部の開講科目の単位を修了要件と

して認定する制度を設けており，過去３年間の合計で，

13 名 20 科目の認定が行われている。実際に学生の利用

もあり，こうした取組は優れていると判断できるが，こ

の制度の単位取得者が修士課程履修者として十分な学力

を備えることができたかを把握する必要がある。 

教育課程の編成の趣旨に沿った研究指導とするための

取組について，学生ごとに指導教員 1 名と副指導教員 1

名が付く複数指導教員制をとっており，博士課程への進

学希望者に対してもそれに応じた論文作成指導が行われ

ているのは優れた取組である。しかし，ファカルティ・

ディベロップメント（教育内容等の研究・研修，以下「Ｆ

Ｄ｣という。）の取組について，小規模な教育組織ではあ

るものの，今後は制度化に向けて検討する余地がある。 

 

この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成におおむ

ね貢献している。｣である。 

 
 
◇ 特に優れた点及び改善点等 
 
各教員が隔年での昼夜開講を行い，社会人学生の修士

号取得に寄与している点は優れている。こうした配慮は，

情報基礎や実用外国語といった共通科目にも行き届いて

おり，適切である。ただし，教育目的(2)｢社会人や留学

生，他学部出身者など経歴，動機，進路の異なる多様な

学生を受け入れる。｣に照らして，土曜開講など教育上の

配慮についてさらに検討する余地がある。 

 

 

 

２．教育内容面での取組 
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 この項目では，対象組織における「教育方法及び成績

評価面での取組」について，「授業形態，研究指導法等の

教育方法に関する取組状況」，「成績評価法に関する取組

状況」及び「施設・設備の整備・活用に関する取組状況」

の要素ごとに教育目的及び目標の実現に向けた貢献の程

度を判断し，それらを総合的に判断した上で項目全体の

貢献の程度を評価し，水準を導き出したものを示してい

る。また，特に重要な点を「特に優れた点及び改善点等」

として示している。 
 

 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】授業形態，研究指導法等の教育方法に関する

取組状況 
学生に対する教育・研究指導法について，「講義概要」

と入学時のガイダンスによって履修方法，授業内容につ

いての説明を行い，その後の指導教員との相談のなかで

履修計画を立てているというきめ細かい指導は優れた取

組である。日常生活も含めた相談については指導教員の

みでなく，教務委員会や学生委員会も対応していること

は優れている。 
国際的視野の養成への配慮について，韓国全南大学校

との共催で「日韓中国際シンポジウム」を平成２年から

毎年開催しており，通訳・翻訳・資料作成等の業務を学

生に分担させるとともに，討論にも参加させていること

は特色ある取組である。 
実践的対応能力の養成への配慮について，月例の研究

会である「佐賀地域経済研究会」や年数回開催される「ウ

ォッチングさが」，その他の地域に関する共同研究などに

学生を参加させ，実践的専門知識の修得に貢献している。

修了生からのアンケートでは修士論文の構想・作成に役

立ったという評価もあるが，参加者を増やすための周知

やＰＲ活動により一層の工夫が望まれる。 
 
【要素２】成績評価法に関する取組状況 
 成績評価基準については，入学ガイダンスと科目開講

時に学生に周知させ，日常の学習状況と議論，報告，レ

ポートによる評価が主に行われている。いずれも少人数

であることを勘案すると妥当な方法である。また，単位

認定に関して厳しさが見られる点も適切である。 
学位の授与方針・基準の設定について，「修士論文要領」

が組織として策定されており，講義概要に明確に掲載さ

れていることは優れている。また，研究科委員会で選出

された３名の審査員が論文審査と最終試験（面接）を行

っている点は，現状では妥当な取組と判断できる。ただ

し，社会人の修士学位認定方法についてはさらなる検討

の余地がある。 
 
【要素３】施設・設備の整備・活用に関する取組状況 
 施設の整備・活用について，活用面で補っているとは

いえ，大学院講義室が１室で，院生研究室も手狭である

点は改善の余地がある。 
関連設備・図書等の資料の整備・活用について，予算

等の制約のなかで，学生の利用できる資料の提供が図ら

れており，定員増など条件に変化がない限り，現状が相

応である。 
  
 
この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 
 
 
◇特に優れた点及び改善点等 
 
韓国全南大学校との共催で「日韓中国際シンポジウム」

を平成２年から毎年開催しており，通訳・翻訳・資料作

成等の業務を学生に分担させるとともに，討論にも参加

させていることは特色ある取組である。 
学位の授与方針・基準の設定について，「修士論文要領」

が組織として策定されており，講義概要に明確に掲載さ

れていることは優れている。ただし，社会人の修士学位

認定方法についてはさらなる検討の余地がある。 

３．教育方法及び成績評価面での取組 
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 この項目では，対象組織における「教育の達成状況」

について，「学生が身に付けた学力や育成された資質・能

力の状況から判断した達成状況」及び「進学や就職など

の修了後の進路の状況から判断した達成状況」の要素ご

とに教育目的及び目標に照らした達成の程度を判断し，

それらを総合的に判断した上で項目全体の達成の程度を

評価し，水準を導き出したものを示している。また，特

に重要な点を「特に優れた点及び改善点等」として示し

ている。 

 
 
◇目的及び目標に照らした達成度の状況 
 

【要素１】学生が身に付けた学力や育成された資質・能

力の状況から判断した達成状況 
円滑な学位取得について，入学者に対する修士学位の

取得率は，毎年 85％前後で推移し，大部分の学生が２年

間で取得している点は，優れた達成状況を示している。

しかも，留学生に関しては過去５年間の入学者 30 名のう

ち 27 名（90％）が修士学位を取得している。しかし，就

学時間に制約のある社会人学生に対してはより一層の配

慮を検討する余地がある。 

 
【要素２】進学や就職などの修了後の進路の状況から判

断した達成状況 
修了後の進路について，毎年博士課程進学者を輩出し

ている一方で，高校教員，税理士，公務員，民間企業等

に就職者を出している点は，教育目標(5)「専門能力を生

かせる職業への就職，博士課程への進学を図る」に照ら

して，優れている。ただし，教育の達成状況を客観的に

把握するために，学部との連携も含め，修了生に関する

評価情報を積極的に聴取するような取組を検討する余地

がある。 

修了生の活躍について，研究科修了生の修士論文の中

で特に優れたものは，学術雑誌や専門雑誌に投稿し，学

会報告を行っている。特に会計学分野等では，平成 10

年度以降の学会報告が４本，著書・論文の執筆が 12 編に

及んでいる点は優れている。 

 
 
この項目の水準は，「教育目的及び目標において意図す

る教育の成果がおおむね達成されている。｣である。 

  
 
 
 

◇特に優れた点及び改善点等 
 
毎年博士課程進学者を輩出している一方で，高校教員，

税理士，公務員，民間企業等に就職者を出している点は，

教育目標(5)「専門能力を生かせる職業への就職，博士課

程への進学を図る」に照らして，優れている。 

入学者に対する修士学位の取得率は，毎年 85％前後で

推移し，大部分の学生が２年間で取得している点は，優

れた達成状況を示している。しかし，就学時間に制約の

ある社会人学生に対してはより一層の配慮を検討する余

地がある。

４．教育の達成状況 
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５．学習に対する支援 

 
 この項目では，対象組織における「学習に対する支援」

について，「学習に対する支援体制の整備・活用に関する

取組状況」及び「自主的学習環境（施設・設備）の整備・

活用に関する取組状況」の要素ごとに教育目的及び目標

の実現に向けた貢献の程度を判断し，それらを総合的に

判断した上で項目全体の貢献の程度を評価し，水準を導

き出したものを示している。また，特に重要な点を「特

に優れた点及び改善点等」として示している。 

 

 
◇目的及び目標の実現への貢献度の状況 
 
【要素１】学習に対する支援体制の整備・活用に関する

取組状況 
授業科目・指導教員の選択の際のガイダンスについて，

入学時に研究科教務委員が関連事項を説明し，講義要項

を配布し，入念な説明を行う一方で，当日は全教員が研

究室に待機し，学生との相談に応じる体制をとっている

ことは適切である。しかし，それだけではなく入学前あ

るいは受験時に，指導教員の専門内容と業績に関する情

報を開示することが必要である。ホームページの情報で

は一部の教員に限定されており，不十分な点が残る。 
学習・研究を進めるうえでの相談・助言体制について，

２名の指導教員が日常的に相談に応じ，その他，生活面

などの問題は学生委員会が対応するなど，きめ細かい対

応が図られている点は相応である。 
 

【要素２】自主的学習環境（施設・設備）の整備・活用

に関する取組状況 
 学生が自主的に学習できる環境の整備・活用について，
院生研究室を 8 時 30 分から 21 時 30 分まで開放し，学生

数に比して相応な台数のパソコンを備品として配置して

いる。また，限られた施設を有効利用するために，自主

的学習環境の整備に努めていることは適切である。 
 
 

この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 
 
 
 
 
 
 
 

◇特に優れた点及び改善点等 
 

入学ガイダンス当日は全教員が研究室に待機し，学生

との相談に応じる体制をとっていることは適切であるが，

それだけではなく入学前あるいは受験時に，指導教員の

専門内容と業績に関する情報を開示することが必要であ

る。 
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 この項目では，対象組織における「教育の質の向上及

び改善のためのシステム」について，「組織としての教育

活動及び個々の教員の教育活動を評価する体制」及び「評

価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付けるシ

ステムの整備及び機能状況」の要素ごとに改善システム

の機能の程度を判断し，それらを総合的に判断した上で

項目全体の機能の程度を評価し，水準を導き出したもの

を示している。また，特に重要な点を「特に優れた点及

び改善点等」として示している。 
 

 
◇改善システムの機能の状況 
 
【要素１】組織としての教育活動及び個々の教員の教育

活動を評価する体制 
組織として教育活動を評価する体制について，常設の

自己点検・評価委員会がこれまで２回（平成７年７月，

11 年 11 月）自己点検・評価を実施しており，その結果

を「佐賀大学経済学部の現状と課題」として，学部と併

せて刊行している。ただし，その内容は研究活動の自己

点検にとどまっており，教育面での自己評価体制に改善

の余地がある。また，外部評価が過去に行われていない

点も改善を要する。 

修了生による教育活動の評価について，研究科におけ

る授業は受講者が１～数名のケースが多い少人数体制で

あるため，個別の授業評価アンケートが困難であるとい

う実情を踏まえ，修了生からの意見聴取でこれに代えて

いる。平成 14 年２月と 15 年２月に「研究科修了生交流

会」を開催し，授業科目，カリキュラム，論文指導，将

来構想等についての回答を得ている点は特色ある取組で

あり，その回答結果からもおおむね満足しているという

結果がわかる。ただし，まだこうした交流会の参加者数

が少なく，より多くの修了生の参加の促進や，修了生以

外の地域社会等からの外部評価を積極的に受けるような

機会を設ける必要がある。 

 
【要素２】評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に

結び付けるシステムの整備及び機能状況 
 改善策とその結果について，留学生の出願の促進のた

めに平成 11 年度入試から身元保証書を，14 年度入試か

らは推薦書を廃止するなどの具体的な改善策が入試委員

会や教務委員会での検討を経て，数多く実行されており，

そうした点は適切であるが，評価結果を具体的な改善策

に結び付けて実行していくシステムが明確に整備されて

いない点に改善の余地がある。 
 

この項目の水準は，「向上及び改善のためのシステムが

相応に機能している。｣である。 

 

 
◇特に優れた点及び改善点等 
 
常設の自己点検・評価委員会がこれまで２回（平成７

年７月，1 年 11 月）自己点検・評価を実施しており，そ

の結果を「佐賀大学経済学部の現状と課題」として，学

部と併せて刊行している。ただし，その内容は研究活動

の自己点検にとどまっており，教育面での自己評価体制

に改善の余地がある。 

「研究科修了生交流会」の開催を通じて，修了生の意

見等を聴取することは特色ある取組であるが，修了生以

外の地域社会等からの外部評価を積極的に受けるような

機会を設ける必要がある。 

 

 

６．教育の質の向上及び改善のためのシステム
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１．教育の実施体制 
８つの研究教育分野において幅広いバランスの取れた

人材が配置され，出身分野で見ても，経済・商学系だけ

でなく，法学系，理工学系，文学系，社会学系など多様

な人材が揃えられている点は優れている。 
募集要項には学生受入方針自体が明記されておらず，

ホームページでも関連情報が探しにくいなどの問題があ

り，改善を要する。 
 

この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

２．教育内容面での取組 
各教員が隔年での昼夜開講を行い，社会人学生の修士

号取得に寄与している点は優れている。こうした配慮は，

情報基礎や実用外国語といった共通科目にも行き届いて

おり，適切である。ただし，教育目的(2)｢社会人や留学

生，他学部出身者など経歴，動機，進路の異なる多様な

学生を受け入れる。｣に照らして，土曜開講など教育上の

配慮についてさらに検討する余地がある。 

 

 この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成におおむ

ね貢献している。｣である。 

 

３．教育方法及び成績評価面での取組 
韓国全南大学校との共催で「日韓中国際シンポジウム」

を平成２年から毎年開催しており，通訳・翻訳・資料作

成等の業務を学生に分担させるとともに，討論にも参加

させるという取組は特色ある取組である。 
学位の授与方針・基準の設定について，「修士論文要領」

が組織として策定されており，講義概要に明確に掲載さ

れていることは優れている。ただし，社会人の修士学位

認定方法についてはさらなる検討の余地がある。 
 

 この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

４．教育の達成状況 
毎年博士課程進学者を輩出している一方で，高校教員，

税理士，公務員，民間企業等に就職者を出している点は，

教育目標(5)「専門能力を生かせる職業への就職，博士課

程への進学を図る」に照らして，優れている。 

入学者に対する修士学位の取得率は，毎年 85％前後で

推移し，大部分の学生が２年間で取得している点は，優

れた達成状況を示している。しかし，就学時間に制約の

ある社会人学生に対してはより一層の配慮を検討する余 

 

地がある。 

 
この項目の水準は，「教育目的及び目標において意図す

る教育の成果がおおむね達成されている。｣である。 

 

５．学習に対する支援 
入学ガイダンス当日は全教員が研究室に待機し，学生

との相談に応じる体制をとっていることは適切であるが，

それだけではなく入学前あるいは受験時に，指導教員の

専門内容と業績に関する情報を開示することが必要であ

る。 
 

 この項目の水準は，「教育目的及び目標の達成に相応に

貢献している。｣である。 

 

６．教育の質の向上及び改善のためのシステム 
常設の自己点検・評価委員会がこれまで２回（平成７

年７月，1 年 11 月）自己点検・評価を実施しており，そ

の結果を「佐賀大学経済学部の現状と課題」として，学

部と併せて刊行している。ただし，その内容は研究活動

の自己点検にとどまっており，教育面での自己評価体制

に改善の余地がある。 

「研究科修了生交流会」の開催を通じて，修了生の意

見等を聴取することは特色ある取組であるが，修了生以

外の地域社会等からの外部評価を積極的に受けるような

機会を設ける必要がある。 

 
この項目の水準は，「向上及び改善のためのシステムが

相応に機能している。｣である。 

Ⅳ．評価結果の概要  
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本学の経済学研究科は平成４年度の修士課程開設から

11年を経ている。この間の修了生は124名に及んでおり，

修了後の進路は，博士課程進学，大学・短大教員，高校

教員（専修免許），経理専門職，地方公務員が中心となっ

ている。博士課程進学者は毎年出ており，研究者養成・

学問の継承のためにも，博士課程設置が必要となってい

る。それによって教員の定着も可能になると考える。本

研究科は経済学の他に法学・政治学・歴史学の教員をも

含んでおり，学生定員も少数であることから，他研究科

との連携による人文社会科学系の博士課程（独立研究科）

を設置し，そのなかに経済学専攻を含めるのが妥当と考

える。 

 なお，専門職大学院については，地域での需要と教員

数の両面からみて，他研究科及び近隣大学との連携を含

む形で検討していきたい。 
 

◇ 特記事項 ※ 対象組織から提出された自己評価書から転載 


